




１１．今後の日本のFTA戦略
～メリットを最大限享受できるよう、戦略的にFTAを締結すべきである～

日スイス EPAの意義

◆ スイスの対日輸入工業品の大部分に関税がかけられている。

日GCC（湾岸協力理事会） EPAの意義

◆ 日本はGCC諸国へのエネルギー・資源依存度が高い。
日本の原油輸入のうちGCC比率は70％
日本の天然ガス輸入のうちGCC比率は23％

⇒ EPAの締結は日本国内への安定供給が可能になる。

（原資料）財務省貿易統計より。
（出所）外務省経済局「日本の経済連携協定（EPA）交渉－現状と
課題－」（2009年6月）、32頁。

（原資料）World Trade Atlas（Customs of Import）、WTO（Integrated Data Base）。
（出所）経済産業省「経済連携の取組（EPA）について」（2007年9月3日）、93頁。

◆ 他にも、投資関係の強化、環境保護や知的財産権の保護他 、投資関係 強 、環境保護 財産権 保護
及び模倣品・海賊版対策での協働も視野に入れた包括的連
携を目指している。

42



１１．今後の日本のFTA戦略
～特に東アジアにおける経済連携に注力すべきである～

東アジアをめぐる二つの構想

① 東アジア自由貿易地域（EAFTA）構想

中国が提唱したASEAN＋３（日本・中国・韓国）による、幅広い分野をカバーした経済連携協定中国 提唱 （ 本 中国 韓国） る、幅広 分野を 経済連携協定

②東アジア包括的経済連携（CEPEA）構想

EAFTAに対抗して日本が提案したASEAN＋６（日本・中国・韓国・インド・豪州・ニュージーランド）による、幅広い分野をカバーした経
済連携協定

◆ 多岐に渡る分野でのルール作りを促進

① 知的財産権の保護

② 基準認証･･･製品の規格や安全性や医師免許・運転
免許などのライセンスに対する共通基準の認証

③ 環境 エネルギー問題への共通認識

◆ ASEANを中心としたCEPEA実現への土壌が整いつつある

① 中ASEAN間、韓ASEAN間、日ASEAN間でFTAが発効済

② インド、豪州、ニュージーランドと、ASEAN間のEPA交渉が進行中

③ ASEAN経済共同体の創設計画も進んでいる
③ 環境、エネルギ 問題への共通認識

④ 税関手続きの簡略化

⑤ 経済紛争の解決手段 など

◆東アジアの域内貿易比率は年々増加傾向にある

◆東アジアのFTAには大きな経済効果が期待されている

「CGEモデル（計算可能な一般均衡モデル）の一種であるGTAPモデルを
用いたときの実質GDP増加率（％）」

（備考）
1. 「その他東南アジア」はカンボジア、
東ティモール、ブルネイ、ミャンマー、
ラオス。
2 ASEAN＋３FTA/EPA ASEAN＋６

域内貿易比率の推移

2. ASEAN＋３FTA/EPA、ASEAN＋６
/EPAは全産業での貿易自由化、円滑
化途上国メンバーへの技術協力を実
施した場合の試算。
（原資料）日本経済研究センター
『ASEAN＋６経済連携の意義と課題
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（原資料）IMF「DOT」より。
（出所）経済産業省『通商白書 2007』、98頁。

域内貿易比率の推移
EU25 1.28倍
NAFTA 1.30倍
東アジア 1.56倍

（2007年度アジア研究報告書）』。
（出所）経済産業省『通商白書
2008』、416頁。



（注1） 外務省「わかる！国際情勢 l 5 WTOド ハ ラウンド交渉 自由貿易体制の共通インフラ強化 」

注のリスト

（注1） 外務省「わかる！国際情勢vol. 5：WTOドーハ・ラウンド交渉～自由貿易体制の共通インフラ強化～」

（http://www.mofa.go.jp/Mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol5/index.html、アクセス日：2009年8月20日）

（注2） JETRO 『WTO/FTA Column』Vol．051,2008年8月8日。

（http://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/column/pdf/051.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注3） 財務省「地域貿易協定について」、３頁より作成。

（http://www.mof.go.jp/singikai/kanzegaita/siryou/kanc130810c1.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注4） 日本経団連「【別添資料2】二国間モデル投資協定」『国際投資ルールの構築と国内投資環境の整備を求める』（2002年7月16日）。

（https://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2002/042/shiryo2.html、アクセス日：2009年8月28日）（ p // jp/j p /p y/ / / y 、アクセ 日 年 月 日）

外務省「北米自由貿易協定（NAFTA）の概要」（2005年5月）。

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/keizai/nafta.html、アクセス日：2009年8月28日）

経済産業省『2008年版 不公正貿易報告書』2008年、327－328頁。

（htt // ti j / t/d l dfil / 80508 2 13j df アクセス日 2009年8月28日）（http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80508a2-13j.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注5） 経済産業省「日タイ経済連携協定」（2007年4月）、14頁。

（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/epa/data/JTEPA_gaiyo.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注6） 外務省「北米自由貿易協定（NAFTA）の概要」（2005年5月）。

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/keizai/nafta.html、アクセス日：2009年8月28日）

（注７） 外務省「経済連携協定（EPA）について（EPA・農業ワーキンググループ 第2回会合配布資料）」（2007年2月7日）。

（http://www.keizai-shimon.go.jp/special/global/epa/02/item1.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注８） 経済産業省「日・メキシコ共同研究会報告書の概要」（2002年7月）。（注８） 経済産業省 日 メキシコ共同研究会報告書の概要」（2002年7月）。

（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/l_america/mexico/j_mexico/data/jmjsgreport-overviewj.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注９） 経済産業省「経済連携の取組（EPA）について」（2007年9月3日）、39頁、44頁。

（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/epa/data/070904EPA.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１０） 経済産業省通商政策局経済連携課「日 包括的経済連携（ ）に いて （ 年 月）（注１０） 経済産業省通商政策局経済連携課「日ASEAN包括的経済連携（AJCEP）について」（2008年10月）。

（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/epa/data/081023_AJCEPgaiyo.pdf、アクセス日：2009年8月28日）



（注１１） 経済産業省「EPAの取組状況と今後の進め方」（産業構造審議会第5回通商政策部会資料）（2007年4月16日）、11頁。

（http://www.meti.go.jp/committee/materials/downloadfiles/g70418b04j.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１２） 外務省「我が国のFTA戦略」（2002年10月）（注１２） 外務省「我が国のFTA戦略」（2002年10月）。

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/policy.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１３） 経済産業省「日カンボジア投資協定について」（2007年6月）。

（http://www.meti.go.jp/press/20070614004/02_setumei.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１４） 外務省「二国間協定（BIT：Bilateral Investment Treaty）とは」（2007年6月）。

（http://www.mofa.go.jp/Mofaj/gaiko/investment/bit.html、アクセス日：2009年8月28日）

（注１５） 経済産業省「EPAの取組について（資料 4）」（産業構造審議会第8回通商政策部会資料、2008年12月9日）。

（http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g81209a05j.pdf、アクセス日：2009年8月28日）（ p // g jp/ / / /g j p 、アク 日 年 月 日）

（注１６） 日本政策投資銀行「今月のトピックス」No. 106、2007年2月15日。

（http://www.dbj.jp/reportshift/topics/pdf/no106.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１７） 日本貿易振興機構海外調査部「第7回 在中南米日系進出企業の経営実態調査」（2006年3月）。

（htt // j t j /jfil / t/05001275/05001275 001 BUP 0 df アクセス日 2009年8月28日）（http://www.jetro.go.jp/jfile/report/05001275/05001275_001_BUP_0.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１８） 三田紀之「投資協定の現状と今後の進め方」（RIETI国際セミナー「投資リスクと投資協定」2008年7月25日の発表資料）。

（http://www.rieti.go.jp/jp/events/08072501/pdf/3-1_J_Mita_o.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注１９） 農林水産省「我が国の主要農産物の国別輸入割合」。

（http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/anpo/data3-3.html、アクセス日：2009年8月28日）

（注２０） 外務省『平成20年版 外交青書』佐伯印刷（株）、2008年、161頁。

（注２１） 外務省経済局サービス貿易室「我が国のサービス交渉の現状」（平成21年7月）。

（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/wto/service/pdfs/genjyo.pdf、アクセス日：2009年8月28日）（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/wto/service/pdfs/genjyo.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注２２） 厚生労働省職業安定局「介護労働者の確保・定着等に関する研究会【中間取りまとめ】」（平成20年7月）。

（http://www-bm.mhlw.go.jp/houdou/2008/07/dl/h0729-2b_0001.pdf、アクセス日：2009年8月28日）

（注２３） Bruce Bartlett,“The Truth About In History,” (CATO Institute のＨＰ掲載論文）。.

（h // f d / /b h1 h l アクセス日 2009年9月23日）（http://www.freetrade.org/new/buch1.html、アクセス日：2009年9月23日）

（注２４） 経済産業省「経済連携の取組（EPA）について」（2007年9月3日）、76頁をもとに作成。



（注２５） 外務省アジア大洋州局地域政策課「目で見るASEAN－ASEAN経済統計基礎資料－」（2009年9月）、3頁。原資料は、World Bank, 
“World Development Indicators Database”。World Development Indicators Database 。

（http://www.mofa.go.jp/Mofaj/area/asean/pdfs/sees_eye.pdf、アクセス日：2009年10月 7日）

（注２６） 日アセアン経済連携強化（CEP）専門家グループ『日アセアン経済連携強化に向けた共同研究報告書（仮訳）』（2002年秋）。

（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/asean/data/ajcepeg_jr_e.pdf、アクセス日：2009年10月 7日）
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